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〇〇社社会会福福祉祉法法  
第４条（地域福祉の推進） 

     地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共生す 
る地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者 
（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民 
が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分 
野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及 
びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となること 
の予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医 
療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社 
会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる 
分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」とい 
う。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」 
という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 
  第１０６条の４（重層的支援体制整備事業） 

市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制を整備するため、前条第一項 
各号に掲げる施策として、厚生労働省令で定めるところにより、重層的支援体制整備事業 
を行うことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、次に掲げるこの法律に基づく事業及び他の法 
律に基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活課題を抱える地域住民 
及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進のために必要な 
環境を一体的かつ重層的に整備する事業をいう。 
一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係者からの相談に包括的に 
応じ、利用可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言、支援関係機関との連絡 
調整並びに高齢者、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための援助その 
他厚生労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行
う事業 
イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号までに掲げる事業 
ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項 
第三号に掲げる事業 

ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業 
ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であつて、社会生活を円滑に営む上での困難を有する 
ものに対し、支援関係機関と民間団体との連携による支援体制の下、活動の機会の提 
供、訪問による必要な情報の提供及び助言その他の社会参加のために必要な便宜の提 
供として厚生労働省令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会に参加する機会を確保す 
るための支援並びに地域生活課題の発生の防止又は解決に係る体制の整備及び地域住 
民相互の交流を行う拠点の開設その他厚生労働省令で定める援助を行うため、次に掲 
げる全ての事業を一体的に行う事業 
イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業のうち厚生労働大臣が 
定めるもの 

ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業 
ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項 
第九号に掲げる事業 

ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業 
四 地域社会からの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支援を必要とする地域住民 

及びその世帯に対し、訪問により状況を把握した上で相談に応じ、利用可能な福祉サ 

（（参参考考資資料料１１））社社会会福福祉祉法法等等（（抜抜粋粋））  
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ービスに関する情報の提供及び助言その他の厚生労働省令で定める便宜の提供を包
括的かつ継続的に行う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携による支援を必要とする地域住民及びその世帯に 
対し、複数の支援関係機関が、当該地域住民及びその世帯が抱える地域生活課題を解 
決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的 
に行う体制を整備する事業 

六 前号に掲げる事業による支援が必要であると市町村が認める地域住民に対し、当該地 
域住民に対する支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める事項を記載した計 
画の作成その他の包括的かつ計画的な支援として厚生労働省令で定めるものを行う事 
業 

３ 市町村は、重層的支援体制整備事業（前項に規定する重層的支援体制整備事業をいう。 
以下同じ。）を実施するに当たつては、母子保健法第二十二条第二項に規定する母子健康 
包括支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センタ 
ー、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条の二第一項 
に規定する基幹相談支援センター、生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 
を行う者その他の支援関係機関相互間の緊密な連携が図られるよう努めるものとする。 

４ 市町村は、第二項各号に掲げる事業の一体的な実施が確保されるよう必要な措置を講じ 
た上で、重層的支援体制整備事業の事務の全部又は一部を当該市町村以外の厚生労働省令 
で定める者に委託することができる。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつ 
た者は、正当な理由がないのに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らして 
はならない。 
 

第１０６条の５（重層的支援体制整備事業実施計画） 
市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第１０６条の 3第２項の指針に

則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的支援体制整備
事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定める計画を策定するよ
う努めるものとする。 

 
第１０６条の６（支援会議） 

市町村は、支援関係機関、第百六条の四第四項の規定による委託を受けた者、地域生活 
課題を抱える地域住民に対する支援に従事する者その他の関係者（第三項及び第四項にお 
いて「支援関係機関等」という。）により構成される会議（以下この条において「支援会議」 
という。）を組織することができる。 

２ 支援会議は、重層的支援体制整備事業の円滑な実施を図るために必要な情報の交換を行 
うとともに、地域住民が地域において日常生活及び社会生活を営むのに必要な支援体制に 
関する検討を行うものとする。 

３ 支援会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると認めるとき 
は、支援関係機関等に対し、地域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に関する資 
料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 支援関係機関等は、前項の規定による求めがあつた場合には、これに協力するよう努め 
るものとする。 

５ 支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がないのに、支援会議 
の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、支援会議が 
定める。 
 

第１０７条（市町村地域福祉計画） 
市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画を

策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し

69



て取り組むべき事項 
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

 
第１０９条（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内において次
に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であつて、そ
の区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を
行う者が参加し、かつ、指定都市にあつてはその区域内における地区社会福祉協議会の過
半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び
町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半
数が参加するものとする。 
一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 
二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 
三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 
四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必 

要な事業 
  

○○成成年年後後見見制制度度のの利利用用のの促促進進にに関関すするる法法律律  
第１4条（市町村の講ずる措置） 

市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年 
後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるととも 
に、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの 
とする。 

 
○○再再犯犯のの防防止止等等のの推推進進にに関関すするる法法律律  

第３条（基本理念） 
再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等の多くが安定した職業に就くこと及び住 

居を確保することができないこと等のために円滑な社会復帰をすることが困難な状況に 
あることを踏まえ、犯罪をした者等が、社会において孤立することなく、国民の理解と協 
力を得て再び社会を構成する一員となることを支援することにより、犯罪をした者等が円 
滑に社会に復帰することができるようにすることを旨として、講ぜられるものとする。 

２ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設（刑務所、
少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。以下同じ。）に収容さ
れている間のみならず、社会に復帰した後も途切れることなく、必要な指導及び支援を受
けられるよう、矯正施設における適切な収容及び処遇のための施策と職業及び住居の確保
に係る支援をはじめとする円滑な社会復帰のための施策との有機的な連携を図りつつ、関
係行政機関の相互の密接な連携の下に、総合的に講ぜられるものとする。 

３ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被 
害者等の心情を理解すること並びに自ら社会復帰のために努力することが、再犯の防止等 
に重要であるとの認識の下に、講ぜられるものとする。 

４ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、再犯の防止等に関する各般の施策
の有効性等に関する調査研究の成果等を踏まえ、効果的に講ぜられるものとする。 

 
第８条（地方再犯防止推進計画） 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村におけ 
る再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を定めるよう努めなければならない。 
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（（参参考考２２））持持続続可可能能なな開開発発目目標標（（SSDDGGss））のの詳詳細細  

  

 

目標１ 

（貧困）  
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

目標２ 

（飢餓） 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を

促進する。 

目標３ 

（保健） 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

目標４ 

（教育） 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を

促進する。 

目標５ 

（ジェンダー） 
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。 

目標６ 

（水・衛生）  
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。 

目標７ 

（エネルギー） 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのア

クセスを確保する。 

目標８ 

（経済成長と雇用） 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇

用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。 

目標９ 

（ インフラ、産業化、イノベーション） 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促

進及びイノベーションの推進を図る。 

目標 10 

（不平等）  
各国内及び各国間の不平等を是正する。 

目標 11 

（持続可能な都市） 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を

実現する。 

目標 12 

（持続可能な生産と消費）  
持続可能な生産消費形態を確保する。 

目標 13 

（気候変動） 
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。 

目標 14 

（海洋資源） 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用す

る。 

目標 15 

（陸上資源） 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、

砂漠化への対処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を

阻止する。 

目標 16 

（平和） 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司

法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のあ

る包摂的な制度を構築する。 

目標 17 

（実施手段） 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する。 
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（（参参考考３３））第第 55 期期大大分分市市地地域域福福祉祉計計画画・・第第 66 次次地地域域福福祉祉活活動動計計画画策策定定委委員員会会委委員員名名簿簿  
  区区分分  委委員員名名  所所属属  

学識経験者 

（3 名） 

◎阿部 誠 大分大学名誉教授 

〇上野 智子 智泉福祉製菓専門学校 

甲斐 優子 大分県立看護科学大学 

地域代表 

（7 名） 

安部 信孝 賀来校区社会福祉協議会 

木村 幸二 大分市身体障害者福祉協議会連合会 

佐分利 郁子 大分市ボランティア連絡協議会 

秦 和恵 大分市自治会連合会 

得丸 直子 大分市民生委員児童委員協議会 

姫野 美和子 大分市民生委員児童委員協議会 子育て支援部会 

牧 達夫 大分市老人クラブ連合会 

専門機関代表 

（14 名） 

芦苅 弘城 大分市障がい者相談支援センターきぼう２１ 

大久保 三代子 大分保護区保護司会 

大嶋 宏 大分県社会福祉法人 社会貢献活動推進協議会 

小野 泰史 大分県特別支援学校校長会 

吉良 光枝 おおいた地域若者サポートステーション 

釘宮 祐一 大分市シルバー人材センター 

齋藤 卓也 明野地域包括支援センター 

酒井 美恵 大分市小学校校長会 

澤口 博人 大在こどもクリニック 

首東 秀隆 大分県社会福祉士会 ぱあとなあ大分 

園田 剛士 大分県司法書士会 

田中 利武 弁護士法人大分あおば法律事務所 

福重 美津枝 大分保護観察所 

山本 伸朗 更生保護法人 豊州保護会 あけぼの寮 

市民代表（1 名） 上山 美和 一般公募 

行政・社協代表 

（5 名） 

斉藤 修造 福祉保健部長 

高田 隆秀 教育部長 

高橋 賢次 子どもすこやか部長 

中園 美佐 市民部長  

増田 真由美 大分市社会福祉協議会 

     計３０名（敬称略・５０音順） 

◎委員長 ○副委員長 
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（（参参考考４４））大大分分市市地地域域福福祉祉計計画画策策定定委委員員会会設設置置要要綱綱  

 

（設置） 

第１条 大分市地域福祉計画（以下｢計画｣という。）の策定及び推進に当たり、広く市民の意見を聴くため、大分市地域

福祉計画策定委員会（以下｢委員会｣という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討を行い、市長に意見を述べるものとする。 

（１） 計画の策定に関すること。 

（２） 計画の推進状況の把握に関すること。 

（３） 計画の推進の方策に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、地域福祉の推進に関すること。 

（５） その他市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員３０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が参画依頼し、又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 関係団体の代表者 

（３） 市民の代表者 

（４） 市の職員 

（参画依頼等の期間） 

第４条 委員の参画依頼又は任命の期間は、５年以内であって市長が別に定める期間を１期間とする。 

２ 委員に参画依頼し、又は任命するに当たっては、１期間ごとにこれを行うものとする。 

３ 複数の期間につき委員に参画依頼し、又は任命することは、これを妨げない。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第７条 第２条各号に掲げる事項の調査研究を行うため、委員会に専門部会（以下「部会」という。）を置くことができ

る。 

２ 部会は、部会員１５人以内をもって組織する。 

３ 部会員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）委員のうちから委員長が指名する者 

（２）第３条第２項各号に掲げる者のうちから市長が参画依頼し、又は任命する者 

４ 前項第２号の規定により参画依頼し、又は任命された部会員の当該参画依頼又は任命の期間は、１年以内であって

市長が別に定める期間を１期間とする。 

（報償金等） 

第８条 委員（第３条第２項第４号に規定する委員を除く。）及び部会員（同号に規定する委員を除く。）に対する報償

金等は、予算の範囲内で、市長が決定し、これを支払うことができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、福祉保健部福祉保健課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び部会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。   
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（（参参考考５５））社社会会福福祉祉法法人人大大分分市市社社会会福福祉祉協協議議会会地地域域福福祉祉活活動動計計画画策策定定委委員員会会要要綱綱  

 

（設置） 

第１条 地域福祉活動計画（以下「計画」という。）の策定等に関し、必要な事項を協議するため、社会福祉法人大分市社会福

祉協議会地域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項について協議する。 

（１）計画の策定に関すること。 

（２）計画の推進状況の把握に関すること。 

（３）計画の推進の方策に関すること。 

（４）その他市社協会長が必要と認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員３０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから会長が委嘱し、又は任命する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）地域福祉活動を行う者 

（３）市民代表 

（４）関係行政機関の職員 

（５）社協役職員 

（６）その他会長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、５年とする。ただし、委員が任期途中で交代した場合の後任委員の任期は、前任委員の残任期間とする。 

２ 委員の再任は、これを妨げない。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長１名を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 委員会が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、説明及び意見を聞くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、地域福祉課が処理する。 

（報酬） 

第９条 委員に対する報酬は、社会福祉法人大分市社会福祉協議会役員及び各種委員会委員の報酬に関する規程第２条別表によ

る。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 
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（（参参考考６６））策策定定委委員員会会のの開開催催状状況況  

 

 

第第１１回回  
 開催日 

２０２３年（令和５年）６月２２日 

 議題 

  １．「第４期大分市地域福祉計画・第５次地域福祉活動計画～みんなが主役の支え合いプラン～」

について 

  ２．「地域の暮らしと福祉に関する大分市民意識調査」について 

  ３．第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画の策定方針（案）について 

    

第第２２回回  
 開催日 

  ２０２３年（令和５年）７月２８日 

 議題 

  １．一体的に策定する計画の策定方針について 

  ２．第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画に係る施策の方向と取り組みについ 

  て 

  

第第３３回回  

 開催日 

  ２０２３年（令和５年）１０月４日 

 議題 

  １．施策の体系について 

  ２．現行計画における重点的な取り組みの今後の方向性について 

  ３．一体的に策定する計画について 

    

 

第第４４回回  

 開催日 

  ２０２３年（令和５年）１０月３１日 

 議題 

  １．第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画（素案）について 

   

第第５５回回  
 開催日 

  ２０２３年（令和５年）１１月２８日 

 議題 

１．第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画（素案）について 

 

第第６６回回  

 開催日 

  ２０２４年（令和６年）２月７日 

 議題 

  １．市民意見公募（パブリックコメント）実施結果について 

  ２．第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画（最終案）について 
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